
Ⅰ．はじめに

　友好関係原則宣言武力不行使原則第 9項は ,
「いずれの国も，他国において内戦の行為又は
テロ行為を，組織し，教唆し，援助し又はそれ
らに参加すること，又，かかる行為の実行に向
けられた自国領域内における組織的活動を黙認
することを，右の行為が武力による威嚇又は武
力の行使を伴う場合には，慎む義務を負う」と
定める．この義務に違反して自国領域内のテロ
リストの組織的活動を「黙認」する国家に対し
て，自衛権を行使することは許されるか．9.11
テロはこれを問う事件であった .
　すなわち，9.11 テロは，米国の軍事的経済的
象徴である国防総省と世界貿易センタービルに
航空機を撃突させ，3000 名以上の死亡者を出
した1）．従って，テロの発生地・対象・規模と
いった「行為の性質」の観点からは，米国本土
に対する正規軍による「武力攻撃」に相当す
るものであることは明白であった．翌 12 日に
全会一致で採択された安保理決議 1368 も「自
衛権」を「確認」していた2）．しかし，政界3），
特に学界4）からは，テロの実行犯やテロ行為に
関与した国家が不明であるとの指摘が挙がり，
どの国に対する自衛権行使が許されるかという
点が重大な問題点とされた．つまり，テロリス
トによる武力行為の責任がどの国に帰属するの
かという「帰属」の観点が問題とされた .
　この点，米国と同盟諸国は，9.11 テロをアル
カイダによる犯行と断定し，その本拠地のある

アフガニスタンをテロリストを「匿う」国家で
あるとして非難し，自衛権行使の対象とした5）．
そして，アラブ・イスラーム諸国までも米国に
対する支持・理解を表明した6）．安保理では各
国委員が米国による軍事行動に関する説明に謝
意を表し7），総会決議の中にも米国に対する非
難は盛り込まれなかった8）．従って，国際社会
は米国のアフガン攻撃，つまり ,「黙認」に対
する自衛権行使をおおむね支持・理解したとい
えよう .
　一方，有力な学説はこれを国際法違反である
として非難した．その理由は，仮に 9.11 テロ
がアルカイダによる犯行であったとしても，ニ
カラグア事件 ICJ 判決が示した自衛権行使の基
準に照らせば，アルカイダを「匿った」とい
う程度の関与では，アルカイダの行為がアフガ
ニスタンに帰属するとは言えないというもので
あった9）．この国際社会の反応と学説のギャッ
プをどのように理解すればよいのだろうか .
　ニカラグア事件 ICJ 判決は ,「武力攻撃」が
発生した場合に自衛権行使が認められるとした
上で，私人による武力行為が，以下のように規
定する侵略の定義決議第 3条（g）に該当する
場合には ,「武力攻撃」が発生したとみなすこ
とができるとする .
　「（正規軍による）現実の武力攻撃に『相当す
る重大性を有する武力行為を他国に対して実行
する武装集団，団体，不正規兵又は傭兵の，国
家による若しくは国家のための派遣』『又は，
かかる行為に対する国家の実質的関与』」10）（括
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弧内の補足は筆者による）．
　すなわち，（ⅰ）「行為の性質」に関しては，
私人による武力行為が「規模と効果」の観点か
ら正規軍による武力攻撃に相当する重大性を有
するものであること．（ⅱ）「帰属」の問題に関
しては，（ⅰ）の性質を有する武力行為を実行
する私人を国家が「派遣」し，又はそれに「実
質的に関与」していること．この（ⅰ）と（ⅱ）
の要件を満たした場合に，私人の武力行為は国
家の「武力攻撃」とみなされるとした .
　このように ICJ 判決は ,「武力攻撃」概念の 2
つの要素として「行為の性質」と「帰属」の両
面に言及しているが，双方を一口に表現してい
るため，両者を混同しかねない文章表現となっ
ている．実際，学説の中には意識的又は無意識
的に両者を区別して議論するものもあるが，両
者を混同して議論するものも散見される11）.
　そこで，本稿では自衛権行使の要件の中でも

（ⅱ）「帰属」に関する要件に着目し，これを（ⅰ）
「行為の性質」に関する要件と区別しながら 9.11
テロ事件に関する学説を整理することにより，
自国領域内におけるテロリストの活動を「黙
認」する国家に対する自衛権行使が容認され
る可能性について検討する．具体的には，その
ような自衛権行使は容認されないとする説（II. 

「否定説」参照）と，容認されるとする説（III. 「容
認説」参照）に分けて，各々の論拠を検証する .

Ⅱ．否定説

1．ニカラグア事件 ICJ 判決
　議論の出発点として，まずニカラグア事件
ICJ 判決の「帰属の基準」について概説する .
　ニカラグア事件 ICJ 判決は，武力不行使原則
が禁止する「武力行使」を，（Ⅰ）「最も重大な
諸形態（武力攻撃）」12）と（Ⅱ）「他のより重大
でない諸形態」に二分し，（Ⅰ）に対してのみ
自衛権行使が容認されるとした．そして正規軍
の行為に関しては ,「行為の性質（規模と効果）」
の観点から，（Ⅰ）の例として「正規軍による
越境行為」を挙げ，（Ⅱ）の例として「単なる

国境事件」を挙げた（表 2参照）13）.
　次に，私人による武力行為の場合についても ,

「行為の性質（規模と効果）」の観点から ,「正
規軍による武力攻撃に相当する重大性を有する
武力行為」は（Ⅰ）に属するとし，そのような
重大性を有しない私人の武力行為は（Ⅱ）に属
するとした．さらに，正規軍の行為が当然国家
の行為であることとは異なり，私人の行為は当
然には国家の行為とはみなされない（国家に帰
属しない）ことから，私人による武力行為が国
家による武力攻撃とみなされるためには ,「行
為の性質（規模と効果）」に関する要件に加え
て ,「帰属」の要件も満たす必要があることを，
上述のとおり侵略の定義第 3条（g）を引用し
て示した .
　すなわち，私人（武装集団，団体，不正規兵
又は傭兵）の武力行為が正規軍による武力攻撃
に相当する重大性を有する場合であって（「行
為の性質（規模と効果）」に関する要件），且つ，
そのような行為を実行する私人を，国家が①他
国に「派遣」したり，②それに「実質的関与」
をしたりする場合には（「帰属」の要件）,「私
人の武力行為」が「国家の武力攻撃」とみなさ
れる．その結果，当該国家に対する自衛権行使
が認められると判示した .
　他方，国家が私人に対して③「武器供与・兵
站支援」をしたり，④自国領域内における私人
の活動を「黙認」（友好関係原則宣言武力不行
使原則第 9項）したりする程度の消極的な関与
の場合は ,「私人の武力行為」を「国家の武力
攻撃」とはみなせないと判示した .
　この「黙認」の意味については，ニカラグア
事件 ICJ 判決は言及していないが，友好関係原
則宣言の起草過程において言及されている14）．
1970 年に国連総会で採択された友好関係原則
宣言の武力不行使原則第 9項の原型は，同宣言
の起草を担う特別委員会が，1964 年に各国委
員の提案をまとめて作成した第 1報告書の第 1
節 2項（c）である．同項は ,「いずれの国も，
他国における内戦の教唆，援助，組織，若しく
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はテロ行為の実施，又はかかる目的に向けられ
た組織的活動を見逃すこと若しくは黙認するこ
とを（conniving at or acquiescing in），かかる
行為が武力による威嚇又は武力の行使を伴う
場合には慎む義務を負う」という規定であっ
た15）．この第 1報告書の票決の際，米国は，こ
の「黙認（acquiesce）」の意味を「同項の規定
に反する行為を国家が了知し（knowledge），又，
かかる行為に対処するための法的権限（legal 
authority）を有していながら，故意（wilfully）
にそれらを制止しなかったこと（failed to stop）」
と理解していると述べており，その他 18 カ国
の委員から特別異論が呈されなかったことは注
目に値する16）．これに従えば，①了知，②法的
権限，③故意の 3点が「黙認」概念の中心的要
素であるといえる．つまり，自国領域内の辺境
におけるテロリストの活動を政府が把握してい
ない場合や（①の欠如），政府の実効的支配下
にない地域でテロリストが活動している場合

（②の欠如），警察力の欠如により実効的な取
締りができない場合（③の欠如）等は ,「黙認」
に該当しないといえよう .
　9.11 テロの場合，①アフガニスタン領域の一
部がアルカイダの訓練キャンプとして使用され
ていたことは安保理決議により公然の事実で
あった．又，②訓練キャンプの閉鎖やテロリス
トの引渡しを安保理がタリバン政権に要求して
いることが示すように，タリバン政権がアルカ
イダを取り締まる法的権限を有していたことは
明らかである．さらに，③タリバンがこれらの
要求を拒否し続けてきたことから ,「故意」の
存在を否定できない17）．従って，9.11 テロ事件
は，アルカイダが正規軍による武力行使に相当
する規模のテロ行為を米国において実施し，そ
のアルカイダによる自国領域内における組織的
活動（テロリスト訓練キャンプの運営等）を，
タリバン政権が「黙認」した事例であるとい
うことができる．9.11 テロ事件に関して採択さ
れた安保理決議 137318）も，その前文で「黙認」
を慎む義務を規定する友好関係原則宣言武力不

行使原則第 9項を引用している19）.
　以上，ニカラグア事件 ICJ 判決が類型化した

「武力行使」概念について概説した．ここで示
された自衛権行使の「帰属の要件」が，アフガ
ン攻撃を違法とする説の有力な根拠となってい
る．例えば，松井は ,「実質的関与」について
は，ニカラグア事件 ICJ 判決を根拠として，こ
れを自衛権行使が容認される場合であるとす
る．しかし ,「黙認」（友好関係原則宣言武力不
行使原則第 9項）については，被害国は損害賠
償の請求や，黙認の中止・再発防止のための非
軍事的な対抗措置をとることが許されるに留ま
るとした20）．浅田も，「実質的関与」について
はニカラグア事件 ICJ 判決を引用して，これを
自衛権行使が容認される場合として認める．し
かし，「実質的関与」の意味について，国連に
おける起草の経緯を，学説を手掛かりとして調
査したところ，「実質的関与」に該当するため
には「一般には少なくとも黙認や協力程度の単
なる支援では不十分であるとされる」との結論
に至った．そこで，自国領域内におけるアル
カイダの活動を「黙認」するタリバン政権に
対する米国の自衛権行使は「現行国際法上は
正当化できるものとはいい難い」と結論付け
た21）．Frédéric Mégret も同様の見解である．
Mégret は，ニカラグア事件 ICJ 判決が示した

「行為の性質（規模と効果）」に関する要件に照
らせば，9.11 テロが「武力攻撃」に該当するこ
とを認める．しかし，帰属の観点からは ,「現
在の国際法の下では，自国領域内にテロリスト
集団が存在することを単に黙認しているという
だけでは，テロ攻撃の犠牲国が，そのテロ攻撃
を，テロリストの存在を黙認する国家に帰属さ
せるのに不十分である」と述べ，米国の主張を
退けた22）．

2．武力による「対抗措置」　
　ICJ 判決の「帰属の基準」を受け入れて ,「黙
認」に対する「自衛権」の行使を否定する一方
で，ICJ 判決が示した「対抗措置」の概念を広
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く解釈することにより ,「黙認」に対する武力
行使が容認される可能性を指摘する説がある．
例えば浅田は ,「裁判所の言明は，武力攻撃に
至らない武力行使に対して，その直接の犠牲国
が，同様に武力攻撃に至らない均衡のとれた範
囲で武力を用いた対抗措置をとることが認めら
れる可能性を示唆していると考えることもでき
よう」と述べ ,「武力による対抗措置」を ICJ
が認めていると解釈しうるとする23）．日本政府
も，1998 年の衆議院外務委員会において，ニ
カラグア事件 ICJ 判決を「厳粛に受けとめては
おります」と配慮した上で ,「均衡のとれた対
抗措置の中にいわゆる武力行使というのは含み
得る余地は十分あるというふうに考えておりま
す」と解釈する24）.
　このような主張は，名目上は「対抗措置」に
関するものであるが，実質上は「黙認」に対す
る武力行使の合法性を探求するものであり，名
目を「自衛権」から「対抗措置」にすり替えた
ものと理解することもできる．しかしながら，
ICJ は（Ⅱ）「他のより重大でない諸形態」に
対する自衛権行使を否定することにより，又，
武力不行使原則がユス・コーゲンスであるとす
る諸見解を肯定的に引用することにより25），武
力不行使原則を厳格に解釈する立場を表明した
のである．従って，判決の根本趣旨に照らせば

「均衡のとれた対抗措置」に武力行使が含まれ
ることを ICJ が意図していたと解釈することは
難しいであろう26）．実際，ICJ は「均衡のとれ
た武力による対抗措置」とは述べていない．コ
ンセンサスにより採択された友好関係原則宣言
の武力不行使原則第 7項も，武力復仇を慎む義
務を規定している27）．

Ⅲ．容認説

　容認説は 2つに大別される．第 1に，9.11 テ
ロ以前には「黙認」に対する自衛権行使は未だ
容認されていなかったが，9.11 テロをきっかけ
として容認されるようになったとする説であ
る．これは，新たな法の生成の可能性を指摘す

るものである（III. 1.「新たな法の生成」参照）．
第 2に，9.11 テロ以前からそのような自衛権行
使は既に容認されていたとする説である．（以
下，「伝統的容認説」と呼ぶ．III. 2. 参照）．さ
らに，前者は 2つに細分化される．第 1に，9.11
テロ以前には ,「黙認」に対する自衛権行使は
否定されていたとする説である．この説は，

「9.11 テロ以前」の法の内容に関する認識が「II. 
否定説」と同一であるので，以下，「旧否定説」
と呼ぶ（III. 1.（1）参照）．第 2 に，9.11 テロ
以前には，そのような自衛権行使の合法性は
疑わしいものであったとする一方で，否定説
にも疑問を投じる説である（以下，「旧懐疑説」
と呼ぶ．III. 1.（2）参照）．この 3 説は28），「現
在」の国際法の下では，「黙認」に対する自衛
権行使が容認されているとする点で共通して
いるが，「9.11 テロ以前」の法の内容に関する
認識が上述のとおり各々異なる．
　かかる相違は，主に 9.11 テロ以前の「国家
実行」に関する評価の相違に起因する．すなわ
ち ,「旧否定説」は 9.11 テロ事件以前の国家実
行に関する言及に乏しく，当時の「帰属の基
準」に関してはニカラグア事件 ICJ 判決の見解
を尊重する．これに対し，「旧懐疑説」は，侵
略の定義決議と友好関係原則宣言の起草過程に
おいて ,「黙認」に対する自衛権行使を否定す
る東側・非同盟諸国と，これを肯定する西側先
進国の対立が実質的に最後まで解消されなかっ
たことを指摘する．その結果，ニカラグア事件
ICJ判決の「帰属の基準」が当時の国際社会の
総意を必ずしも忠実に反映するものではなかっ
たと結論付ける .「伝統的容認説」は，第 2次世
界大戦以降の事例研究（侵略の定義決議と友好
関係原則宣言は含まない）を通じて ,「黙認」に
対する自衛権行使が容認されることを示す有力
な「国家実行」と「安保理決議」が存在するこ
とを強調する．そして，ニカラグア事件 ICJ判
決の「帰属の基準」の妥当性を，判決当初から
より積極的に疑う .
　このように ,「国家実行」に関する評価の相
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違は，ニカラグア事件 ICJ 判決の「帰属の基
準」に対する ,「9.11 テロ以前」における 3説
の態度の相違として表れる．この態度の相違
は，ICJ 判決の「帰属の基準」の「現在」にお
ける妥当性（換言すれば ,「黙認」に対する自
衛権行使の合法性）を考察する上で重要であ
る．例えば ,「旧否定説」のように，9.11 テロ
以前におけるニカラグア事件 ICJ 判決の「帰属
の基準」の妥当性を尊重した場合 ,「現在」に
おけるその妥当性を否定する「容認説」を導く
ためには，確かに「新たな法の生成」を認めな
ければならない .（「旧懐疑説」も同様）．しか
し，9.11 テロ事件という 1つの事件だけから新
たな法の生成を語るのは無理があろう29）．さら
に ,「新たな法の生成」の理論を推し進めれば，
事件が起きる度に新たな法が生成されうること
になる．その結果 ,「旧否定説」や「旧懐疑説」
は事件の度に別の説に変わりうることになる．
従って，これらの説は「学説の安定性」の観点
からも問題があるといえよう．他方 ,「伝統的
容認説」のように，9.11 テロ以前からニカラグ
ア事件 ICJ 判決の「帰属の基準」の妥当性を否
定するならば，新たな法の生成に言及する必要
はなく，それに伴う無理も生じない．又，「伝
統的容認説」は，ICJ 判決の「帰属の基準」に
反する多数の国家実行をその根拠としている．
そこで例示されている国家実行の分析が適切で
あれば，多数の国家実行に裏付けられた説とい
うことができるため ,「学説の安定性」に関す
る問題も克服しうる．従って ,「伝統的容認説」
以外の 2説は，現在の国際法の下で「黙認」に
対する自衛権行使の合法性を主張する説として
は，理論の面で難点を抱えているといえよう .
　但し ,「新たな法の生成」を主張する説の中
にも，有益な研究成果が残されていることは付
言しておかねばならない．例えば ,「旧懐疑説」
が，侵略の定義決議及び友好関係原則宣言の起
草過程の調査を通じて明らかにした西側先進国
の法意識（「黙認」に対する自衛権行使を容認
するもの）は，ICJ 判決の「帰属の基準」の妥

当性に疑問を投じる 1つの有力な国家実行の証
拠として評価できる．この国家実行は ,「新た
な法の生成」の文脈の中で位置付けるよりもむ
しろ ,「伝統的容認説」を補強する有力な材料
の 1つとして位置付け直し , 再評価することも
できよう．以下では，これら 3説の詳細につい
て論じる .

1．新たな法の生成
　9.11 テロ以前は「黙認」に対する自衛権行使
が未だ容認されていなかったが，9.11 テロを
きっかけとして容認されるようになったとする
説は，大規模化するテロの脅威に対しては武力
による対応を認めざるを得なくなりつつあると
いう理念に基づいている．この理念を実証する
事実として，9.11 テロ事件において，米国と同
盟関係にあるNATOや OAS，豪州等が集団的
自衛権を発動したこと，中国やイスラーム諸国
までアフガン攻撃を支持・理解したこと，安保
理もそのような自衛権に理解を示したこと，等
を強調する30）．
⑴　旧否定説
　B. Simma 編集の国連憲章の注釈書である
The Charter of the United Nations, 2002 の 第 51
条を担当したAlbrecht Randelzhofer は，次の
ように述べる .「私はこのコメンタリーの初版
において，兵器供与や兵站支援程度では，私人
集団を派遣することに実質的に関与したことに
はならないので，これらを『武力攻撃』とみな
すには不十分であるとする ICJ の見解を受け入
れていた31）．しかし今日の私は，現代の国際テ
ロリズムの実際に鑑みれば，ICJ の見解は大雑
把過ぎる（too sweeping）のであって（Jennings
判事は，そのことを反対意見において既に批判
していた．See Nicaragua，ICJ Reports（1986），p. 
543），さらなる細分化（further differentiation）
が必要であると思っている．さもなければ，国
家は他国からの間接的手法による武力行使に対
応するための，憲章第 51 条の保護を十分受け
ることができず，自衛の規則の目的自体が損な
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われる結果を招く虞がある．例えば，もしも私
人集団が他国に対して武力行為を実行する意図
を有することを国家が了知しつつ，その私人集
団のメンバーを訓練するため若しくは彼らが武
力行為を実行した後で彼らに避難所を提供する
ために，国家が自国領域の使用の自由をその私
人集団に与えた場合…，そのような国家の関与
が，私人集団を単に派遣するという関与と比べ
て程度の低い関与（lesser participation）であ
るなどということは凡そ理解できない．特定の
タイプのテロ支援を『実質的関与』概念から
一般的に排除することにより ,『武力攻撃』概
念からも排除するというのは適切ではない」32）．
すなわち，Randelzhofer によれば，9.11 テロ
のように正規軍による武力攻撃にも相当する重
大な規模と効果を有する現代の国際テロリズム
の実際に鑑みれば33），自国領域がテロリストの
訓練のため若しくは避難所として利用されるこ
とを「黙認」することは，テロの犠牲国の国家
存立を揺るがしかねないものである．「黙認」
の重大性はテロリストを「派遣」することに勝
るとも劣らない．従って，自衛権の存在意義が
失われないように 51 条を解釈すれば ,「派遣」
と同様に「黙認」も「武力攻撃」概念の帰属の
要素としてみなすべきであるとする .
　Randelzhofer の分析は，9.11 テロ以前の「国
家実行」に関する言及に乏しいため，十分なも
のとはいえない．しかし，法の動態的側面に着
目し，現在生じつつある法の変化を明らかにす
ることにより，1980 年代に示された自衛権概
念を現代適合的に修正しようとした試みは評価
されるべきであろう34）．9.11 テロ事件という一
事件だけから「新たな法の生成」までは語れな
いが，アフガン攻撃に対する国際社会の好意的
な反応は , 時代の変化に応じた柔軟な「法の解
釈」の必要性を示しているといえよう .
⑵　旧懐疑説
　旧懐疑説の主唱者として森本を取り上げ
る．森本は，一方で，法の動態的側面と柔軟
な法解釈の重要性を主張するRandelzhofer や

Stahn35）らに傾倒して，9.11 テロ事件における
米国の自衛権行使を合法とする36）．他方で，先
行研究の乏しい 9.11 テロ以前の「国家実行」
の分析を試みる．森本による侵略の定義決議第
3条（g）と友好関係原則宣言武力不行使原則
第 9項の起草過程の分析は，この試みの一環と
して位置付けられる .
　以下では，同じく侵略の定義決議の起草過程
を分析した Zanardi の論文“Indirect Military 
Aggression”（1986 年）と比較しながら，森本
の分析の特徴を述べることにする .
　Zanardi は，侵略の定義決議第 3 条（g）の「実
質的関与」の概念の中には「黙認」は含まれ
ず，従って ,「武装集団の活動を単に黙認する
だけでは侵略行為を構成しない」と述べる37）．
その理由は以下の 3 点に集約できる38）．
①�第 3条（g）の起草にあたり，英米日加豪伊
の西側 6カ国案（1972 年）は，友好関係原則
宣言武力不行使原則第 9項の「黙認」を「侵
略」の例として明記していたが39），大多数の
国（東側諸国，非同盟諸国等）がこれに反対
したため，結局第 3条（g）に「黙認」とい
う文言は挿入されず，西側 6カ国案は失敗案
に終わったこと .

②�侵略の定義決議の仏語正文によれば ,「実質
的関与」とは「派遣行為」への「実質的関与」
を意味すること .

③�憲章第 51 条の自衛権規定は，武力不行使原
則の「例外」としての性格を有するものであ
るから，「実質的関与」の概念も制限的に解
釈すべきであること．緩和的に解釈すれば，
間接侵略の形態を取ることの多い内戦が国際
紛争に発展する危険があり，国際の平和と安
全を維持するという国連の目的にも反するこ
と .

　森本の分析が直接関連するのは①であり，間
接的には②にも関連する．①に関する森本の分
析で重要な点は以下の 2点である .
　第 1に ,「侵略」概念に「黙認」を含めよ
うとした西側 6カ国案は，（Zanardi が指摘す
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るように単に失敗案に終わったのではなく），
（ⅰ）例示列挙方式の採用と，（ⅱ）「実質的関与」
という曖昧な文言の挿入により，解釈上生き
残ったことである40）．つまり，（ⅰ）については，
確かに「黙認」という文言は西側 6カ国の妥協
により最終的に第 3条（g）から外されたが，
その代わりに，安保理が第 3条の列挙行為以外
の行為を侵略行為と決定しうるとする第 4条が
成立した．その結果 ,「黙認」を安保理が「侵
略」であると決定することができるようになっ
た．実際，英国は第 3条に列挙される行為が，
侵略行為の「典型事例」であるに過ぎず，友好
関係原則宣言においてより正確かつ十分に扱わ
れている事態の「部分的叙述」であるに過ぎな
いと主張した41）．米国も，第 3条（g）を解釈
する上で，友好関係原則宣言の規定に依拠する
必要があることを指摘すると共に42），第 4条の
重要性を強調している43）．（ⅱ）について森本
は，東側・非同盟諸国と西側諸国の間で「非国
家主体に対する国家関与の基準を曖昧化させる
ために『実質的関与』という文言を用いること
で妥協に至った経緯」を説明し44），「黙認」が

「実質的関与」概念に含まれるという解釈の余
地が残ったことを指摘する．実際，決議が採
択された 1974 年の審議において，米国は「実
質的関与」の文言を含む第 3 条（g）を解釈
する上で友好関係原則宣言の規定に依拠する
必要があることを強調している45）．「黙認」が
テロの一形態であることを指摘するカナダも，
第 3 条（g）によってテロリズムという重大な
問題が違法化されたと主張している46）.
　第 2 に，侵略の定義決議に規定されている

「侵略行為」と「自衛権」の対応関係を認める
Zanardi に対し，森本は「東側諸国と非同盟諸
国を中心とする多くの国の立場とは反対に，米
英両国は，両概念の関係性を明確に否定してい
る」ことを指摘する47）．そして ,「侵略行為と
自衛権の対応関係を認める東側諸国及び非同盟
諸国と両者の関係性を否定する西側諸国とでは
認識が異なる以上，3条（g）項が自衛権の内

容に直接的影響を及ぼすというコンセンサスは
ない」と結論付ける48）．つまり ,「自衛権」概
念を明らかにするために「侵略」概念を参考に
した ICJ の方法は，西側諸国が反対するところ
であるから，コンセンサスを得た方法とはいえ
ないという（図 1参照）49）．
　さらに，森本は，友好関係原則宣言の不干渉
原則の起草過程において 1966 年に提出された
西側諸国を中心とする 6カ国案が，テロ活動の
支援行為を含む「干渉に対して個別的また集団
的に自らを守るために，国際法に従って適切な
措置をとる権利は，自衛という固有の権利の
基本的構成要素のひとつである」ことを規定
していることから50），「西側諸国は，テロ行為
に対する支援や自国領域内での組織的活動の
黙認等，友好関係原則宣言で規定されるような
間接武力行使に対しても自衛権の行使が可能で
あるとの立場を明確にしていた」ことを指摘す
る51）．そして ,「西側諸国の立場によれば，侵略
の定義決議は自衛権の内容を変更させるもので
はないとされるため，友好関係宣言に規定され
る間接武力行使の事態を含め，…西側諸国の広
範な自衛権解釈は残ることになる」と述べる52）．
つまり，自衛権行使の要件を考える場合，ニカ
ラグア事件 ICJ 判決が示したアプローチ（「自
衛権の原因行為（武力攻撃）」と「侵略行為」
の互換性有）を認めれば，西側諸国の法意識

（「自衛権の原因行為」と「侵略行為」の互換性
無）を無視することになり，その結果 ,「黙認」
に対する自衛権行使を容認する西側諸国の見解
が国際法に反映されない危険性を指摘する .
　もっとも，逆に考えれば，西側諸国の見解
も，東側・非同盟諸国から反対されていること
から，国際社会全体のコンセンサスが得られた
見解であるとはいえない．そこで，森本は最低
限争いのない基準として ,「本稿における分析
から，武力攻撃を実施する非国家主体を国家が
派遣するか，もしくは派遣行為の『実質的関与』
と呼べるほどの密接な関係が国家と非国家主体
との間で確認された場合に自衛権が許容される
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ことがわかり，また，他方で，友好関係原則宣
言で扱われているような，より消極的な関与行
為を対象範囲に含めることに関しては国際社会
のコンセンサスが得られていないことがわかっ
た」と述べる53）．そして ,「帰属の基準」に関
する ICJ 判決の妥当性については ,「今日の国
際テロに対する国家の関与の規制と自衛権の問
題を考える上で，ニカラグア事件判決を参照す
る場合，慎重な注意を必要としよう…すなわち，
その判決で示された基準は，必ずしも判決以前
の当時の国際社会の総意を忠実に反映するもの
ではなかったと言える．特に友好関係宣言と侵
略の定義決議の中では自衛権の基本的解釈，と
りわけ武力攻撃概念の評価において依然として
合意が得られていなかったという事実があり，
この点が判決に十分反映されていたか疑問が残
る」とする．さらに「1990 年代以降の大規模
テロの実行を考慮に入れれば，ニカラグア事件
判決の基準をさらに細分化していく必要性があ
ると考えられる」と述べ，ICJ 判決の基準を現
代適合的に再考する必要性を指摘している54）．
　次に，Zanardi の主張の根拠②（「実質的関
与」とは何に対する「関与」か）という問題に
関し，森本の研究を基礎にして，検討したいと
思う．上述の通り，Zanardia は「関与とは，仏
語正文から明らかなように，派遣行為に言及す
るものである」と述べ ,「実質的関与」とは「派
遣行為」に対する「実質的関与」を意味すると
考えた（ʼle fait de s’engager d’une manière 
substantielle’ in the act of sending）55）．しかし，
これには 2つの問題点があると思われる．第 1
に，同じ西欧諸国の中でも他とは異なる立場を
とるフランスは，侵略の定義決議の起草過程に
おいて ,「黙認」のような ,「派遣」よりも国家
関与の程度の低いものに対する自衛権行使に反
対している56）．従って，仏語正文を Zanardi の
ように解釈することは正しいといえよう．こ
のように解釈した場合，確かに浅田が言うよ
うに「『派遣』にも相当する実質的な関与を意
味するものと解釈すべきだということになろ

う」といえる57）．しかし ,「黙認」を「実質的
関与」概念の中に残そうとした英米の主張に鑑
みれば，英語正文は「武装集団，団体，不正規
兵又は傭兵が他国に対して実行する，上記の諸
行為（正規軍による侵略行為）に相当する重大
性を有する武力行為」（括弧による補足は筆者
による）に対する「実質的関与」（“Substantial 
involvement” in “acts of armed force against 
another State of such gravity as to amount to 
the acts listed above”）と解釈する方が適切で
あろう58）（図 2参照）59）．このように「派遣」と

「実質的関与」を切り離せば ,「派遣に相当しな
い実質的関与」もありえると解釈でき，その中
に「黙認」を含めることができるであろう．第
2に，「派遣」に対する「実質的関与」と解釈
した場合 ,「派遣」と「実質的関与」の主体が
双方とも「国家」であることから，武装集団等
を派遣する国家の行為に，その国家自身がさら
に実質的に関与するという奇妙な文章になる．
これに対し ,「武装集団が実行する…武力行為」
に対する「実質的関与」と解釈すれば，関与す
る側（国）とされる側（私人）が同一主体とな
る矛盾は生じないであろう .

2．伝統的容認説
　伝統的容認説は ,「黙認」に対する自衛権行
使を一律に否定することから生じる不条理を解
消する必要性を，9.11 テロ以前から強調するも
のであり，最も「黙認」の犠牲国の立場に立っ
た法解釈をする説である .
　例えばMichael J．Glennon は ,「ICJ 判決の
趣旨は，国家がテロリストに避難所を提供して
いるというだけでは，当該国に対して武力を行
使してはならないというものである．この趣旨
に従えば，テロリストと彼らを匿うものとを区
別しないとする，ブッシュ・ドクトリンと呼ば
れる米国の対テロ戦略は違法である」と述べ，
ICJ 判決に照らせば「黙認」に対する武力によ
る自衛は違法であるとする60）．
　しかし，Glennon は，ICJ 判決の「帰属の基
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準」を理論と実証の両側面から次のように批判
する．まず，理論面における問題点として，テ
ロリストを匿う国家に対する武力による自衛
が，武力行使の被害国の取りうる唯一の対抗手
段である場合に，そのような自衛を違法とすれ
ば，加害国の領土保全のために被害国の領土
保全を犠牲にしなければならないという不条理
が生じることを指摘する．そして，「ICJ によ
る憲章第 51 条の有権解釈は，テロとの闘いに
おける米国の責任ある政策決定者を導くことが
できない」と述べる61）．次に，実証面における
問題点として，ニカラグア事件 ICJ 判決が示し
た「帰属の基準」が，諸国の実行を反映してい
ないことを指摘する．すなわち，北海大陸棚事
件 ICJ 判決は，国際慣習法の成立の認定基準と
して「広範かつ代表的な諸国」の参加の重要
性を示しているが62），ニカラグア事件 ICJ 判決
は，その判決内容の妥当性を証明する諸国の実
行例を全く引用していないと批判する63）．換言
すれば，Glennon はこの北海大陸棚事件 ICJ 判
決を援用して ,「黙認」の代表的な犠牲国であ
る米国（及びその他の西側先進国）の「国家実
行」の法的意義を強調するのである．結論とし
て，Glennon は，ICJ 判決が示した「帰属の基
準」を「法として真に存在するもの（de jure）
/既存の法（lex lata）」ではなく ,「事実上存在
するにすぎないもの（de facto）/あるべき法（lex 
ferenda）」に過ぎないと評価する64）

　ICJ 判決と国家実行とのギャップの存在を
指摘するGlennon の主張は興味深い．確かに，
米英は国際の平和及び安全の維持に関する主
要な責任を負う安保理の常任理事国であり，そ
の他の西側先進国も主要国首脳会議の一員とし
て国際安全保障問題に関して法的政治的に重要
な立場にあることから，その国家実行は軽視す
ることのできない重要性を有しているといえよ
う．しかし，Glennon の主張には，2点問題が
あるように思われる．理論面に関して，加害国
の領土保全のために被害国の領土保全を犠牲
にしなければならないという不条理はもっと

もであるが，この理論に基づいて「黙認」に
対する自衛権を認めた場合に生じうる不条理

（自衛権濫用の危険）を回避する手段について，
Glennon は言及していない．実証面に関して，
Glennon は，ICJ 判決の妥当性を疑う理由とし
て，反例となる国家実行の存在を指摘する．そ
れは，第 2次世界大戦後（1945─1999），世界の
約 3分の 2にあたる 126 カ国が ICJ 判決の中で
示された武力不行使原則の枠組みを遵守してこ
なかったことを指摘するものである．その代表
例として 1999 年の NATOによるコソボ空爆
を挙げる65）．しかし，この反例の挙げ方は大雑
把過ぎるのであって，判決が示した武力不行使
原則の枠組みのうち，どの点が反例により否定
されるのかが特定できない．例えば，NATO
によるコソボ空爆は「テロ」の事例でも「黙認」
の事例でもないため，この事件をもって「テロ
リスト」の活動を「黙認」する国家に対する自
衛権の可否は判断できない．従って，これを明
らかにするためには，より焦点を絞った反例の
抽出が必要であろう .
　「テロリストを匿ったとされる国家」に対す
る自衛権行使の事例だけを抽出して分析しよう
としたのがAntonio Cassese である66）．この点
に関する仔細を検討する前に，まず，Cassese
の論旨の誤解を避けるため，米国のアフガン攻
撃を違法な「武力復仇」であるとする彼の主張
を概説しながら，その大局観に触れたいと思う .
　Cassese は 2005 年 の 著書 International Law
の 第 22 章 “The Repression of International 
Crimes” の中で，「黙認」と自衛権の事例（9.11
テロ事件を含む）における国家実行を分析する．
その結果 ,「ここで取り上げた米国による武力
行使は，憲章の下，合法とはいえない．なぜな
ら，それらはテロリストの違法な武力攻撃に対
する急迫（immediate）かつ均衡（proportionate）
のとれた措置ではないからである．実際，米
国の行為は，現在の国際法の下で明らかに禁
止されている武力復仇に相当するものである」
と述べている67）．つまり，米国のアフガン攻撃
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は，自衛権行使の要件のうち，「急迫性」の要
件（「必要性（necessity）の要件」ともいわれる）
と「均衡性」の要件に反するという .
　この点については，9.11 事件直後に出稿さ
れた論文 “Terrorism is Also Disrupting Some 
Crucial Legal Categories of International Law”
（2001）の中で丁寧に説明されている．すな
わち ,「急迫性」の要件に関してCassese は ,
「伝統的な自衛権は，侵略に対する即座の対応
（immediate reaction）でなければならず，犠
牲国が時の経過を看過すれば，自衛は国連安保
理の権威に基づく措置に取って代わられなけれ
ばならない．さもなければ，犠牲国は武力復
仇を実施したことになる」と述べる．そして，
9.11 テロ後約 1ヶ月もの時の経過を経て開始さ
れた米国のアフガニスタン攻撃を「遅すぎた対
応（delayed response）」と評する68）．「均衡性」
の要件に関しては，（ⅰ）9.11 テロの犯人の逮
捕と（ⅱ）テロリストの訓練基地その他の関連
施設の破壊という自衛の目的に照らせば ,「ア
フガニスタンの指導部の一掃やテロ組織と無関
係のアフガニスタン軍事施設への武力行使は…
許されない」と述べ，タリバン政権の転覆まで
行った米軍の行為を非難する69）．
　さらにCassese は，このような自衛権の「開
始時期」や「自衛権行使の方法」の他にも，自
衛権行使の「対象」や「期間」等が「ファジー
になった」ことを危惧する70）．例えば「対象」
に関しては，伝統的な自衛権の下では自衛権の
対象は「侵略国」であり，それを特定すること
は容易であった．しかし，今日では実態の不明
瞭なテロ組織や彼らを匿う国家が問題とされる
ようになり，その結果，自衛の対象範囲を特定
することが困難となった．実際，9.11 テロに何
らかの関わりを持つとされる国は 60 カ国以上
に上るとされており，これらのすべての国に対
する自衛権行使が認められるとすれば，第 3次
世界大戦を誘発しかねない．そうなれば，国際
社会は無秩序化し，まさにテロリストが望む状
況になってしまう71）．Cassese はこのように警

鐘を鳴らし，国際テロへの対応には，ファジー
な側面を有する自衛権を頼りにするよりも，国
際社会の基本的かつ不可侵の価値基盤を形成す
る「国際法の一般原則」に基づき，より大局的
な見地から国際協調による措置を再考すべきで
あると訴える．すなわち，（ⅰ）平和の実現，

（ⅱ）人権の尊重，（ⅲ）恣意的な行動の自制，
（ⅳ）多数国間協力による紛争の解決，（ⅴ）裁
判による正義の実現，を通じてテロの撲滅を目
指すべきであるとする72）．具体的には，自衛権
行使のような強制措置は短期的戦略に過ぎない
ことを強調する．そして，中期的戦略としては
テロ関連条約に基づく裁判等の平和的措置によ
り正義を追求すべきであり，さらに長期的戦略
としては「社会正義」に目を向けてテロの原因

（中東問題，少数民族問題，開発問題，宗教問題，
社会的・経済的・政治的不平等，等）の解明と
除去に努めるべきであるとする73）．
　以上のとおり，テロに対する単独軍事行動の
危険性に警鐘を鳴らし，安保理主導の集団的措
置の必要性を強調するのがCassese の基本的
な立場である．しかし，Cassese の見解のうち，
自衛権行使の「帰属の要件」に焦点を当てる
と，彼の基本的立場とは若干ニュアンスの異な
る側面が浮かび上がる .
　例えば，2001 年の論文で，確かにCassese
はアルカイダを匿う国家に対する自衛権行使を
認めた場合，60 カ国以上がその対象となりう
る危険を指摘している．しかし，その危険を理
由に ,「黙認」に対する自衛がいかなる場合に
も違法であると主張しているわけではない．実
際，この危険を指摘しつつ，それを回避するた
めに「自衛のための正当な武力行使の対象とな
る国の数をいかにして制限できるだろうか」と
いう問いを立てている74）．そして，9.11 テロ事
件の場合 ,「テロ攻撃を計画し実施したテロ組
織の本部がアフガニスタンにあることの有力な
証拠がある．この国は，長きに渡り自国領域内
におけるテロリストの活動と居住を黙認し，テ
ロリストを抑留するために国際社会と協力しよ
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うとしなかったのであるから，その国家領土を
攻撃対象とすることは合法である」と述べ，ア
フガニスタンを攻撃対象とすること自体は認め
る．他方で ,「9 月 11 日の攻撃と関係のあるテ
ロ組織を匿い保護している疑いのあるその他の
国については，それらの国を攻撃するか否かを
米国が決定することには法的正当性がないと思
われる」と述べ，そのような決定は安保理のみ
が行うことができるとする75）.
　2005 年の著書の中では，この帰属の問題に関
する安保理の態度と国家実行について，さらに
詳細に検討している．まず，テロ支援国家によ
る関与について，Cassese は，関与の程度の高
い順に以下の 6つのタイプに分類する．⑴政
府関係者がテロ行為を実施する場合，⑵秘密
工作員，傭兵，武装集団を，国家が雇用・組織・
武装・命令・支配する場合，⑶国家が資金や
武器を供与する場合，⑷ 国家が訓練施設その
他の兵站支援をする場合，⑸「積極的支援（武
器その他の支援）」ではなく，テロ行為の前後
において自国領域を避難所として使用すること
を単に黙認（acquiesce）し，テロの防止・処罰
のための強制措置をとらない場合，⑹テロリス
トを取り締まる能力を国家が有しない場合，で
ある76）．そして，Cassese は，⑴と⑵の場合は，
国際法上明らかに私人のテロ行為が国家に帰属
し，自衛権行使の対象となるとする．⑹ の場
合は，明らかに国家に責任が帰属しないが，自
国領域内のテロ組織に対して武力行使をする他
国に対して，それを国家主権侵害であるとして
非難することはできないとする．⑶ ⑷ と「黙
認」が問題とされる⑸の場合は ,「詳細な法規
則は存在しない」とし，その理由として ICJ と
安保理の見解が異なることを指摘する77）．すな
わち，ICJ は，ニカラグア事件判決の中で ,「武
器供与・兵站支援」程度の関与では武力攻撃が
発生したとはいえず，それに対する自衛権行使
は容認されないとした .（これに対し，同事件
で ICJ 判事を務めた Schwebel と Jennings は，
判決に対する反対意見として，このような場合

における私人の行為の国家への帰属を認める見
解を示した）．他方，「安保理は，安保理決議
748 の中で，Schwebel と Jennings の見解を支
持したようである」とCassese は指摘する78）．
安保理決議 748 は，ロッカービー事件における
リビアへの制裁措置に関して 1992 年 3 月 31 日
に採択されたものである．その前文第 6項は，
友好関係原則宣言武力不行使原則第 9項を引用
して ,「国連憲章第 2条 4項の原則に従い，い
ずれの国も，他国においてテロ行為を組織し，
教唆し，援助し，又はそれらに参加すること，
又，かかる行為の実行に向けられた自国領域内
における組織的活動を黙認することを，右の行
為が武力による威嚇又は武力の行使を伴う場合
には，慎む義務を負う」ことを安保理が「再確
認した」と規定する79）．この前文第 6項につい
てCassese は ,「ここに安保理の見解が含蓄さ
れている．すなわち，自国領域内におけるテロ
リストの活動を国家が単に支援又は黙認した場
合であっても，テロリストの活動が武力による
威嚇又は武力の行使を伴う場合には，国家は憲
章第 2条 4項に違反したことになる．もしもそ
の違反が特に重大な場合は，それは自衛権行使
を容認する『武力攻撃』に相当するものと解釈
しうる，とするのが安保理の見解である」と述
べる80）．つまり，Cassese は 一方で，ICJ が「黙
認」どころか，より積極的な関与である「武器
供与・兵站支援」ですら私人の武力行為を国家
に帰属させる基準としては不十分であるとした
のに対し，他方で，安保理決議 748 が「黙認」
を「武力攻撃」に関する帰属の基準として十分
であるとみなしたとして，ダブル・スタンダー
ドの存在を指摘したのである81）．
　ICJ 判決と安保理決議 748 のダブル・スタ
ンダードの問題を解決するため，Cassese は
「ICJ と安保理の双方の見解の調和」を目指し
て，国家実行（「テロリストを匿ったとされる
国家」に対して自衛のための武力攻撃が行われ
た事例）の検証を試みている82）．ここで取り上
げられた事例は年代順に，①イスラエルによる
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ベイルート空港攻撃（1968 年：安保理決議 262
は全会一致でイスラエルを非難），②イスラエ
ルによるレバノンのパレスチナキャンプ攻撃

（1975 年：安保理では西側諸国までイスラエル
を非難），③南アによるANC（アフリカ民族会
議）の拠点（ザンビア，レソト，スワジランド）
に対する攻撃（1976─1983 年），④イスラエル
によるチュニジアの PLO本部攻撃（1985 年：
安保理決議 573 はイスラエルを非難，米国は棄
権），⑤米国によるリビア空爆（1986 年：米国
を非難する安保理決議案に対し米英仏が拒否権
行使），⑥ブッシュ元大統領暗殺未遂事件にお
ける米国によるイラク攻撃（1993 年：安保理
決議の採択なし．米国に対し英露は支持・理解，
中国は非難），⑦ケニア・タンザニア米国大使
館爆破事件における米国によるスーダン，アフ
ガニスタンに対する攻撃（1998 年：安保理の
具体的行動なし．パキスタン，露，アラブ諸国
の一部は米国を非難），⑧ 9.11 テロ事件におけ
る米国によるアフガニスタン攻撃（2001 年），
⑨イスラエルによるシリアのテロリスト基地に
対する攻撃（2003 年：安保理では 10 カ国がイ
スラエルを憲章違反として非難．米，英，露，
アンゴラは法的判断を控えた）である .
　この検証の結果，テロリストを匿う国に対す
る自衛に関して，①②のケースでは安保理事諸
国からほぼ全面的な批判があったのに対し，⑤
⑥では主要国の一部による支持・理解が表明さ
れ，⑧では安保理決議の前文が「自衛権」に言
及していることから，Cassese は一方で，「こ
のような強制措置に対する国際社会からの批
判は徐々に小さくなっている」ことを指摘す
る83）．しかし，他方で，⑨では再び多数の国が
このような自衛を非難していることから ,「国
際社会はテロリストに対する強制行動が合法で
あるか，違法であるかについて一貫した法的見
解を明示してこなかった」と指摘する84）．そし
てCassese 自身の結論として ,「テロリストを
匿う国家に対する攻撃は，…一定の厳格な要件

（国家がテロリストに対する積極的支援を行っ

ていること，又は，テロリストが他国に対して
深刻かつ大規模なテロ攻撃を繰り返し実施する
ことを国家が容認していること．強制措置は急
迫かつ均衡がとれたものであること）の下で，
合法な自衛の形式であると推定できよう」と述
べる85）．つまり ,「黙認」のような消極的支援
に対する自衛権は，（ⅰ）テロの行為の性質が ,
「繰り返し」行われる「深刻」かつ「大規模」
なものであり，（ⅱ）自衛措置が急迫性の要件
と均衡性の要件を満たす場合に限り，合法であ
るとする .
　以上，Cassese が一方で ,「急迫性」の要件
と「均衡性」の要件に照らして，米国のアフ
ガン攻撃を違法とみなしていること，他方で ,
「帰属」の要件については「黙認」という関与
であっても，テロ行為の性質が一定の条件を
備えていれば，私人によるテロ行為を国家に
帰属しうるとみなしていることを述べた .
　Cassese の見解で特筆すべき第 1点は，そ
の大局観である．アフガン攻撃を「不朽の正
義（Infinite Justice）」作戦と呼ぶ米国の正義
は，短期的視野に基づく正義の追求に過ぎない
とし，中長期的には「国際法の一般原則」に照
らして「社会正義」の実現に努めるべきとする
Cassese の大局観は，法の目的とされる「正義
の実現」に関する奥深い法哲学的要素を含んで
いる．又 ,「社会正義」の実現に関しては，法
の世界の枠を超えて政治・経済・社会・宗教・
開発協力等の世界まで視野に入れる広さも兼備
えており，大変示唆に富むものである .
　第 2点は，国家実行の検証方法である．
Cassese の検証方法は ,「テロ」と「自衛権」
に関する事例の中から ,「テロリストを匿った
とされる国家」に対する自衛権行使の事例のみ
を抽出し分析するものである．これは，自衛
権行使の「帰属の要件」に焦点を絞り ,「黙認」
と「自衛権」の関係をより明確にするためのあ
るべき 1つの分析枠組みを提示したものとして
評価できよう．もっとも，この点については，
若干の問題点・課題も残されているようにも思
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う．すなわち，以下の点である．
　第 1に，Cassese が検証した国家実行は，主
に安保理の中における理事国の実行であり，見
方を変えれば，安保理の実行そのものといって
もよい．従って，それ以外の諸国の実行の検証
は今後の課題といえよう .
　第 2に，Cassese が取り上げた事例は，イス
ラエルと米国，南アによる自衛権行使の事例で
あるが，イスラエルによる自衛権行使の場合（①
②④⑨）と，米国による自衛権行使の場合（⑤
⑥⑦⑧）とでは，イスラエルの場合の方が国際
社会からの批判が大きいように見受けられる．
諸国の反応は，自衛権行使国との間の政治的な
力関係に影響されている可能性があり，又，拒
否権を有する国と有しない国とでは，同一の行
為を行っても安保理決議の採択の結果には当然
差異が生じうる．従って ,「黙認」に対する自
衛権行使の可否やその限界について考察する場
合には，自衛権行使国別に事例を分けて比較検
討した方が，政治的な力関係等の余分な要素を
捨象することができるのでより望ましいであろ
う．Cassese は国によって諸国の反応が異なる
可能性を考慮しておらず，時系列的な観点での
み考察しているため，結果として，米国による
自衛権行使の事例が集中した 1985 年以降「国
際社会からの批判は徐々に小さくなっている」
という結論に至ったのではないかと思われる .
　第 3に，Cassese は①から⑨の事例を通じて
自衛権行使の「帰属の問題」と「先制的自衛の
問題」を区別せずに検証しているため86），各事
例に対する安保理の反応が，前者の問題ゆえに
反対（賛成）したものか，それとも後者の問題
ゆえに反対（賛成）したものかが不明確となっ
ている．双方の問題は区別して議論すべきであ
ろう .

Ⅳ．おわりに

　9.11 テロ以前から「黙認」に対する自衛権行
使は容認されていたとする学説の他，9.11 テロ
をきっかけとしてそのような自衛権が容認さ

れるようになったとする学説が現れてきてい
る .「帰属の基準」に関する「国家実行」にも
かかる傾向がみられる．特筆すべき例は，侵略
の定義決議の起草過程において ,「黙認」に対
する自衛権行使を否定していたイスラーム諸
国とフランスである．イスラーム諸国は，2001
年のアフガン攻撃が「無辜の市民に影響せず，
テロ攻撃の実行者以外に拡大されるべきでな
く」「テロとの闘いを口実にしてイスラーム・
アラブ諸国を標的にすることを拒否する」と述
べるに留め，これを黙認している87）．フランス
に至っては，集団的自衛権を発動し，陸・海・
空軍の活動に参加している88）．侵略の定義決議
の英語正文（「侵略」概念に「黙認」を含みう
る）の存在に加え，このような学説と国家実
行の変化は ,「黙認」に対する自衛権行使が容
認される可能性を示唆するものであるといえよ
う．換言すれば，ニカラグア事件 ICJ 判決の
「帰属の基準」を再考する必要性を示すもので
あるといえよう．その際，次の 2 点が重要で
あろう．
　第 1に ,「黙認」の事例は，さらに私人の「行
為の性質」（行為の主体，動機・目的，対象，
発生地，法的根拠，手段，被害状況，等）に着目
して細分化できよう．そして ,「行為の性質」
を決定づける各要素と「黙認」に対する自衛権
行使の可否との関連性を解明することにより，
「行為の性質」に応じて，そのような自衛権行
使の限界を探ることができよう．例えば，行為
の「主体」に着目すれば，9.11 テロ事件のテロ
リストは，1960─70 年代の侵略の定義決議や友
好関係原則宣言の起草時に想定された「武装集
団，団体，不正規兵または傭兵」とは国際法上
の地位が異なることから，両者を区別すること
ができる．民族解放・植民地独立の文脈で問題
とされる後者の行為は ,「自決権」により正当
性が付与される可能性がある．又，民族解放闘
争の過程で傷者，病者又は捕虜となった戦闘員
は，ジュネーブ諸条約の保護の対象とされ，交
戦当事者から一定の配慮を期待できる．他方，
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無辜の市民を無差別に攻撃する前者は，法的保
護の対象とされる民族解放団体や内戦の当事者
とはみなされない．従って，後者の行為を「黙
認」する国家に対する自衛権行使は，前者の場
合と比べ，法的正当性が低いといえよう .
　第 2に，このようにして「黙認」の事例の細
分化を行う場合 ,「国家実行」の評価の仕方に
は注意を要しよう．例えば，ニカラグア事件
は，ニカラグアの左翼政権が周辺国の左翼ゲリ
ラを支援した事例であり，社会主義と自由主義
とのイデオロギーの対立が表出した代理戦争で
あった .「2 極」構造の冷戦時代には，国際社
会の見解は当然 2分される可能性が高いが，冷
戦崩壊後の「1極」（又は「多極」ともいえる）
構造の国際社会では，その大勢は米国寄りの見
解で統一される可能性がある．9.11 テロ事件を
そのような事例であるとみることもできよう．
従って，仮に同一性質のテロが両方の時代で生
じたとしても，国際社会の反応は異なる可能性
がある．そのような反応の相違を，国際社会の
政治構造の変化に起因する「政治的現象」に過
ぎないとみなすか，それとも，それを超えて「新
たな法の生成」まで示唆するものとみなせるか
否かは慎重な判断が必要とされよう .
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pp. 172─175, 187─190.
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語も文脈も異なることから，これら 2つの概念
を混同することは憲章に具現されている法体制
を歪曲することになるとして，侵略行為と武力
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65）Ibid., p. 540.
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